
北海道告示第10075号

北海道が令和７年度において補助金等を交付する事務又は事業、補助対象経費、補助率等を次のとおり定める。

令和８年１月28日

北海道知事 鈴木 直道

（保健福祉部所管分 その34）

補助金等を交付する事 交付申請書に添 実績報告書に添 交付申請書の提 補助金等の交

務又は事業の名称及び 補 助 対 象 者 補 助 対 象 経 費 補 助 率 等 付すべき関係書 付すべき関係書 出部数、提出期 付に関する権 摘 要

その目的又は趣旨 類 類 限及び提出先 限の委任

１ 看護師勤務環境改善施 医療法（昭和23 看護職員が働きやすく離職防 ３分の１以内 保福第1の16号様式 保福第1の30号様式 提出部数 １部

設整備費補助金 年法律第205号） 止につながるナースステーショ 保福第1の18号様式 保福第1の31号様式 提出期限 別に指示す

医療の高度化に対応可 第７条の規定に基 ン、処置室、カンファレンスル （寄附金その他 保福第1の20号様式 保福第450号様式 る日

能なナースステーション づき許可を受けた ーム等の新築、増改築、改修に の収入金がある 保福第450号様式 別に指示する様式 提 出 先 保健福祉部

の拡充、処置室及びカン 病院及び診療所、 要する工事費又は工事請負費。 ときは、補助金 別に指示する様式 地域医療推

ファレンスルーム等の拡 又は同法第８条の ただし、次に掲げる費用を除く。等の額の算定に 進局医務薬

張や新設等看護職員が働 規定に基づき届出 (1) 土地の取得又は整地に要す 当たり、当該寄 務課

きやすい合理的な病棟づ した診療所の開設 る費用 附金その他の収

くりなど勤務環境改善整 者で、次に掲げる (2) 門、柵、塀及び造園工事並 入金の控除等を

備をすることにより、看 者(地方自治法（昭 びに通路敷設に要する費用 行う。）

護職員の離職防止を図る 和22年法律第67 (3) 設計その他工事に伴う事務

ことを目的として、予算 号）第１条の３に に要する費用

の範囲内で交付する。 規定する地方公共 (4) 既存建物の買収に要する費

団体及び地方独立 用

行政法人法（平成 (5) その他の整備費として適当

15年法律第118号） と認められない費用

第２条第１項に規

定する地方独立行

政法人を除く。)。

１ 社会福祉法人

２ 健康保険組合

及びその連合会

３ 国民健康保険

組合及びその連

合会

４ 学校法人及び



準学校法人

５ 社団法人及び

財団法人

６ 医療法人

７ その他知事が

適当と認める者

２ 看護師宿舎施設整備費 医療法（昭和23 看護職員が働きやすく離職防 ３分の１以内 保福第1の16号様式 保福第1の30号様式 提出部数 １部

補助金 年法律第205号） 止につながる看護師宿舎の個室 保福第1の18号様式 保福第1の31号様式 提出期限 別に指示す

看護師宿舎の新築及び 第７条の規定に基 整備に伴う新築、増改築、改修 （寄附金その他 保福第1の20号様式 保福第450号様式 る日

増改築等による個室整備 づき許可を受けた に要する工事費又は工事請負費。の収入金がある 保福第450号様式 別に指示する様式 提 出 先 保健福祉部

を行うことにより、看護 病院及び診療所、 ただし、次に掲げる費用を除く。ときは、補助金 別に指示する様式 地域医療推

職員の離職防止及び就業 又は同法第８条の (1) 土地の取得又は整地に要す 等の額の算定に 進局医務薬

定着を図ることを目的と 規定に基づき届出 る費用 当たり、当該寄 務課

して、予算の範囲内で交 した診療所の開設 (2) 門、柵、塀及び造園工事並 附金その他の収

付する。 者で、次に掲げる びに通路敷設に要する費用 入金の控除等を

者(地方自治法（昭 (3) 設計その他工事に伴う事務 行う。）

和22年法律第67 に要する費用

号）第１条の３に (4) 既存建物の買収に要する費

規定する地方公共 用

団体及び地方独立 (5) その他の整備費として適当

行政法人法（平成 と認められない費用

15年法律第118号）

第２条第１項に規

定する地方独立行

政法人を除く。)。

１ 社会福祉法人

２ 健康保険組合

及びその連合会

３ 国民健康保険

組合及びその連

合会

４ 学校法人及び

準学校法人

５ 社団法人及び



財団法人

６ 医療法人

７ その他知事が

適当と認める者

３ 看護職員養成施設運 日本赤十字社、 保健師助産師看護師法（昭 10分の10以内 保福第1の２号様式 保福第1の２号様式 提出部数 １部

営支援事業 社会福祉法人、 和23年法律第203号）に基づき 保福第1の18号様式 保福第1の31号様式 提出期限 別に指示す

看護師等養成所の教 北海道厚生農業 指定を受けることのできる保 （寄附金その他 保福第1の20号様式 別に指示する様式 る日

育内容の強化及び充実 協同組合連合会、健師、助産師、看護師及び准 の収入金がある 保福第1の32号様式 提 出 先 保健福祉部

を図るため、その運営 国家公務員共済 看護師の学校又は養成所（学 ときは、補助金 別に指示する様式 地域医療推

費について、予算の範 組合及びその連 校教育法（昭和22年法律第26 等の額の算定に 進局医務薬

囲内で補助する。 合会、健康保険 号）第１条に規定する学校は 当たり、当該寄 務課

組合及びその連 除く。）の運営に必要な次に掲 附金その他の収

合会、国民健康 げる経費 入金の控除等を

保険組合及び国 １ 教員経費 行う。）

民健康保険団体 (1) 専任教員給与費

連合会、学校法 (2) 専任教員人当庁費

人及び準学校法 需用費(消耗品費、印刷

人、医療法人、 製本費)、備品購入費、役

一般社団法人及 務費(通信運搬費)、福利

び一般財団法人、 厚生費

国立病院機構 (3) 添削指導員給与費

（医療法人、一 (4) 部外講師謝金

般社団法人及び (5) 委託料(上記教員経費の

一般財団法人に うち(1)から(4)までに該

ついては、学校 当するものとする。)

教育法（昭和22 ２ 事務職員経費

年法律第26号） (1) 専任事務職員給与費

第124条の規定に (2) 委託料(上記専任事務職

よる「専修学校」 員給与費とする。)

又は同法第134条 ３ 生徒経費

の規定による「各 (1) 事業用教材費

種学校」の認可 (2) 臨床実習経費(消耗機材



を受けている者 に要する経費）

に限る。） (3) 委託料(上記生徒経費の

うち(1)及び(2)に該当す

るものとする。)

４ 実習施設謝金

(1) 報償費(実習施設謝金)

(2) 委託料(上記報償費とす

る。)

５ へき地等の地域における

養成所に対する重点的支援

事業実施経費

(1) 実習体制支援経費（賃

金、需用費（燃料費、消

耗品費、修繕費）、役務費

（保険料、手数料）、備品

購入費（単価３０万円未

満の備品に限る。）、使用

料及び賃借料）

(2) 看護職員養成確保促進

経費（旅費、需用費（印

刷製本費、食糧費（会議

費）)、役務費（通信運搬

費）、使用料及び賃借料）

(3) 委託料（上記へき地等

の地域における養成所に

対する重点的支援事業実

施経費のうち(1)及び(2)

に該当するものとする。)

６ 新任看護教員研修事業実

施経費

参加経費負担金（参加負

担分）、代替教員雇上経費

７ 看護教員養成講習会参加

促進事業実施経費



参加経費負担金（参加負

担分）、代替教員雇上経費

８ 実習指導者講習会参加経

費

負担金（参加負担分）、旅

費（負担分）

４ 多様な勤務形態導入支 医療法（昭和23 多様な勤務形態導入支援事業 ２分の１以内 保福第1の２号様式 保福第1の２号様式 提出部数 １部

援事業 年法律第205号） の実施に必要な新たに雇用する 保福第1の18号様式 保福第1の31号様式 提出期限 別に指示す

看護職員が出産や育児 第７条の規定に基 短時間正規職員経費（人件費、 （寄付金その他 保福第1の20号様式 保福第346号様式 る日

・介護のほかキャリアア づき許可を受けた 法定福利費）、報償費、旅費、 の収入金がある 保福第1の32号様式 保福第347号様式 提 出 先 保健福祉部

ップや自己啓発など個々 病院の設置者 需用費（印刷製本費、会議費、 ときは、補助金 保福第346号様式 保福第348号様式 地域医療推

のライフステージに対応 消耗品費）、役務費（通信運搬 等の額の算定に 保福第347号様式 保福第349号様式 進局医務薬

し働き続けることが可能 費、雑役務費）、委託費 当たり、当該寄 保福第348号様式 別に指示する様式 務課

となるような多様な勤務 付金その他の収 保福第349号様式

形態の整備を促進し、医 入金の控除等を 別に指示する様式

療機関において看護職員 行う。）

の離職防止・復職支援を

図ることを目的として、

予算の範囲内で補助する。

５ 地域薬剤師確保推進事 一般社団法人北 提出部数 １部

業費 海道薬剤師会 提出期限 別に指示す

本道における地域包括 る日

ケア体制の構築を促進し、 提 出 先 保健福祉部

もって道民の保健医療福 地域医療推

祉の向上に資するため、 進局医務薬

未就業女性薬剤師等の復 務課

職支援事業並びに薬剤師

バンクを活用した就業あ

っせん及び薬剤師派遣事

業に対し、予算の範囲内

で補助する。



(1) 未就業女性薬剤師等

復職支援事業

ア 未就業薬剤師復 未就業薬剤師の復職支援プロ 10分の10以内 保福第1の2号様式 保福第1の2号様式

職支援プログラム グラムの検討に必要な報償費、 保福第1の16号様式 保福第1の30号様式

の検討 需用費（印刷製本費、消耗品費、 （寄附金その他 保福第1の18号様式 保福第1の31号様式

会議費等）、役務費（通信運搬 の収入金がある 保福第1の20号様式

費等）、使用料及び賃借料（会 ときは、補助金 保福第1の32号様式

場借上費等）、旅費 等の額の算定に 別に指示する様式

当たり、当該寄

附金その他の収

入金の控除等を

行う。）

イ 復職支援プログ 復職支援プログラム実施医療 10分の10以内 保福第1の2号様式 保福第1の2号様式

ラム実施医療機関 機関及び薬局に対する助成金 保福第1の16号様式 保福第1の30号様式

及び薬局に対する （寄附金その他 保福第1の18号様式 保福第1の31号様式

実習経費の助成 の収入金がある 保福第1の20号様式

ときは、補助金 保福第1の32号様式

等の額の算定に 別に指示する様式

当たり、当該寄

附金その他の収

入金の控除等を

行う。）

ウ 復職支援セミナ 未就業薬剤師が復職するに当 10分の10以内 保福第1の2号様式 保福第1の2号様式

ーの開催 たって必要な知識・技術等を習 保福第1の16号様式 保福第1の30号様式

得するための研修会の開催に必 （寄附金その他 保福第1の18号様式 保福第1の31号様式

要な報償費、需用費（印刷製本 の収入金がある 保福第1の20号様式

費、消耗品費、会議費等）、役 ときは、補助金 保福第1の32号様式

務費（通信運搬費等）、使用料 等の額の算定に 別に指示する様式

及び賃借料（会場借上費等）、 当たり、当該寄

旅費 附金その他の収

入金の控除等を

行う。）



エ 未就業薬剤師に 未就業薬剤師に対する就業促 10分の10以内 保福第1の2号様式 保福第1の2号様式

対する就業促進及 進及び復職支援事業の普及啓発 保福第1の16号様式 保福第1の30号様式

び復職支援事業の に必要な需用費（印刷製本費、 （寄附金その他 保福第1の18号様式 保福第1の31号様式

普及啓発 消耗品費等）役務費（通信運搬 の収入金がある 保福第1の20号様式

費等）、使用料（広告費）、委託 ときは、補助金 保福第1の32号様式

料（上記経費に該当するもの。） 等の額の算定に 別に指示する様式

当たり、当該寄

附金その他の収

入金の控除等を

行う。）

(2) 薬剤師登録派遣事業

ア 薬剤師の求人・ 薬剤師の求人・求職情報シス 10分の10以内 保福第1の2号様式 保福第1の2号様式

求職情報システム テムの運営に必要な需用費（印 保福第1の16号様式 保福第1の30号様式

（北海道薬剤師バ 刷製本費、消耗品費、会議費等）、（寄附金その他 保福第1の18号様式 保福第1の31号様式

ンク）の運営 役務費（通信運搬費等）、使用 の収入金がある 保福第1の20号様式

料（システム借上費等）、備品 ときは、補助金 保福第1の32号様式

購入費、委託料（上記経費に該 等の額の算定に 別に指示する様式

当するもの。） 当たり、当該寄

附金その他の収

入金の控除等を

行う。）

イ 薬剤師バンク登 薬剤師バンク登録の促進に必 10分の10以内 保福第1の2号様式 保福第1の2号様式

録の促進（求人・ 要な需用費（印刷製本費、消耗 保福第1の16号様式 保福第1の30号様式

求職情報登録の働 品費等）、役務費（通信運搬費 （寄附金その他 保福第1の18号様式 保福第1の31号様式

きかけ） 等） の収入金がある 保福第1の20号様式

ときは、補助金 保福第1の32号様式

等の額の算定に 別に指示する様式

当たり、当該寄

附金その他の収

入金の控除等を

行う。）

ウ 薬剤師登録派遣 薬剤師登録派遣コーディネー 10分の10以内 保福第1の2号様式 保福第1の2号様式



コーディネーター ターの設置に必要な人件費、旅 保福第1の16号様式 保福第1の30号様式

の設置 費 （寄附金その他 保福第1の18号様式 保福第1の31号様式

の収入金がある 保福第1の20号様式

ときは、補助金 保福第1の32号様式

等の額の算定に 別に指示する様式

当たり、当該寄

附金その他の収

入金の控除等を

行う。）

エ 特に薬剤師の確 薬剤師派遣元医療機関及び薬 10分の10以内 保福第1の2号様式 保福第1の2号様式

保が困難な地域の 局に対する助成金 保福第1の16号様式 保福第1の30号様式

医療機関及び薬局 （寄附金その他 保福第1の18号様式 保福第1の31号様式

に対する薬剤師派 の収入金がある 保福第1の20号様式

遣（薬剤師派遣元 ときは、補助金 保福第1の32号様式

医療機関及び薬局 等の額の算定に 別に指示する様式

に対する派遣経費 当たり、当該寄

の助成） 附金その他の収

入金の控除等を

行う。）

６ 専門医認定支援事業 次の者のうち、 指導医の派遣等（代替医師雇 ２分の１以内 保福第１の２号様式 保福第１の２号様式 提出部数 １部

新たな専門医の仕組み 厚生労働大臣が適 上及び出張指導）に必要な次に 保福第１の16号様式 保福第１の30号様式 提出期限 別に指示す

が円滑に構築されるよう、当と認める者 掲げる経費 （寄附金その他 保福第１の18号様式 保福第１の31号様式 る日

指導医派遣等を行う医療 １ 医療法（昭和 (1) 職員基本給 の収入金がある 保福第１の20号様式 別に指示する様式 提 出 先 保健福祉部

機関に対する支援を行う 23年法律第205 (2) 職員諸手当 ときは、補助金 保福第１の32号様式 地域医療推

ことにより、専門医の質 号）第７条の規 (3) 非常勤職員手当 等の額の算定に 別に指示する様式 進局地域医

の一層の向上や医療提供 定に基づき許可 (4) 旅費 当たり、当該寄 療課

体制の改善を図ることを を受けた病院又 (5) 諸謝金 附金その他の収

目的として、予算の範囲 は診療所の開設 (6) 社会保険料 入金の控除等を

内で補助する。 者 行う。）

２ 医療法第８条

の規定に基づき

届出をした診療

所の開設者



７ 産科医療機関確保事業 市町村、日本赤 産科医療機関確保事業に必要 10分の10以内 保福第１の２号様式 保福第１の２号様式 提出部数 １部

分娩を取り扱う産科医 十字社、社会福祉 な経費（職員基本給、職員諸手 保福第１の16号様式 保福第１の30号様式 提出期限 別に指示す

療機関が減少している現 法人恩賜財団済生 当、諸謝金、社会保険料） （寄附金その他 保福第１の18号様式 保福第１の31号様式 る日

状を踏まえ、身近な地域 会、北海道厚生農 の収入金がある 保福第１の20号様式 保福第299号様式 提 出 先 保健福祉部

で安心して出産できる環 業協同組合連合 ときは、補助金 保福第１の32号様式 保福第300号様式 地域医療推

境を整備するため、産科 会、社会福祉法人 等の額の算定に （申請者が市町村の 別に指示する様式 進局地域医

医療機関の運営に要する 北海道社会事業協 当たり、産科部 場合を除く。） 療課

経費に対して予算の範囲 会及びその他知事 門の収入額及び 保福第297号様式

内で補助する。 が認める者 当該寄附金その 保福第298号様式

他の収入金の控 別に指示する様式

除等を行う。）

８ へき地医療対策事業 提出部数 １部

へき地における医療の充 提出期限 別に指示す

実と確保を図るため、予 る日

算の範囲内で補助する。 提 出 先 保健福祉部

地域医療推

進局地域医

療課

（１） 運営費

ア へき地医療拠点 知事が指定した ・無医地区等への巡回診療、へ 10分の10以内 保福第１の２号様式 保福第１の２号様式

病院運営事業 へき地医療拠点病 き地診療所等及び特例措置許可 保福第１の16号様式 保福第１の30号様式

院の開設者 病院への医師派遣等の医療活動 （寄附金その他 保福第１の18号様式 保福第１の31号様式

等に必要な次に掲げる経費（職 の収入金がある 保福第１の20号様式 保福第36号様式

員基本給、職員諸手当、非常勤 ときは、補助金 保福第１の32号様式 保福第37号様式

職員手当、報償費、諸謝金、旅 等の額の算定に （申請者が市町村で 別に指示する様式

費（研究費に計上したものを除 当たり、診療収 ある場合を除く。）

く。）、備品費（単価50万円未満 入額及び当該寄 保福第34号様式

の備品に限る。医療費及び情報 附金その他の収 保福第35号様式

通信機器等経費に計上したもの 入金の控除等を 別に指示する様式

を除く。）、消耗品費（情報通信 行う。）

機器等経費に計上したものを除

く。）、材料費、印刷製本費、通

信運搬費、光熱水料、借料及び



損料（情報通信機器等経費に計

上したものを除く。）、社会保険

料、雑役務費（情報通信機器等

経費に計上したものを除く。）、

燃料費、委託費、公課費）

・学会出席に必要な次に掲げる

経費（旅費（学会出席旅費））

・へき地診療所医師及び地域開

業医師を対象とする研修、症例

検討会等を実施する場合に必要

な次に掲げる経費（諸謝金、旅

費、消耗品費、印刷製本費）、

・医療に必要な次に掲げる経費

（備品費（単価50万円未満の医

療用に限る。）、材料費（医薬品

費、診療材料費）、雑役務費（医

療機器修繕料））

・情報通信機器等の導入及び維

持運営に必要な次に掲げる経費

（報償費（へき地医療拠点病院

診療支援システムに係る経費に

限る。）、備品費（単価50万円未

満に限る。）、消耗品費、通信運

搬費、借料及び損料、雑役務費

（修繕料等）、委託費（上記に

掲げる経費に該当するもの。た

だし、へき地医療拠点病院診療

支援システムに係る経費に限

る。））

イ へき地診療所運 市町村、日本赤 ・へき地診療所の運営に必要な ３分の２以内 保福第１の２号様式 保福第１の２号様式

営事業 十字社、社会福祉 次に掲げる経費（職員基本給、 保福第１の18号様式 保福第１の30号様式

法人恩賜財団済生 職員諸手当、非常勤職員手当、 （寄附金その他 保福第１の20号様式 保福第１の31号様式

会、北海道厚生農 報償費、旅費（研究費に計上し の収入金がある 保福第１の32号様式 保福第11号様式

業協同組合連合会 たものを除く。）、備品費（単価 ときは、補助金 （申請者が市町村で 保福第12号様式

、社会福祉法人北 50万円未満に限る。ただし、医 等の額の算定に ある場合を除く。） 保福第13号様式



海道社会事業協会 療費及び情報通信機器等経費に 当たり、診療収 保福第８号様式 保福第14号様式

、その他知事が適 計上したものを除く。）、消耗品 入額及び当該寄 保福第９号様式 保福第21号様式

当と認める者 費（情報通信機器等経費に計上 附金その他の収 保福第10号様式 別に指示する様式

したものを除く。）、材料費、印 入金の控除等を 保福第11号様式

刷製本費、通信運搬費、光熱水 行う。） 保福第12号様式

料、借料及び損料（情報通信機 別に指示する様式

器等経費に計上したものを除

く。）、社会保険料、雑役務費（情

報通信機器等経費に計上したも

のを除く。）、委託費）

・医学研究及び学会出席に必要

な次に掲げる経費（旅費（研究

旅費、学会出席旅費及び調査研

究旅費）、備品費（医学用図書

雑誌、単価50万円未満の研究用

備品に限る。）、材料費（医学研

究用材料））

・医療に必要な次に掲げる経費

（備品費（単価50万円未満の医

療用に限る。）、材料費（医薬品

費、診療材料費）、雑役務費（医

療機器修繕料）、委託費（診療

のための検査委託料））

・情報通信機器等の導入及び維

持運営に必要な次に掲げる経費

（備品費（単価50万円未満の庁

用器具に限る。）、消耗品費、通

信運搬費、借料及び損料、雑役

務費（修繕料等））

ウ へき地患者輸送 市町村、日本赤 ・へき地患者輸送車の運行に必 ２分の１以内 保福第１の２号様式 保福第１の２号様式

車運行事業 十字社、社会福祉 要な次に掲げる経費（職員基本 保福第１の16号様式 保福第１の30号様式

法人恩賜財団済生 給、職員諸手当、非常勤職員手 （寄附金その他 保福第１の18号様式 保福第１の31号様式

会、北海道厚生農 当、報償費、旅費、消耗品費、 の収入金がある 保福第１の20号様式 保福第393号様式

業協同組合連合会 借料及び損料、社会保険料、雑 ときは、補助金 保福第１の32号様式 保福第394号様式

、社会福祉法人北 役務費（修繕料）、燃料費、委 等の額の算定に （申請者が市町村で 別に指示する様式



海道社会事業協会 託費） 当たり、当該寄 ある場合を除く。）

及びへき地診療所 附金その他の収 保福第392号様式

運営事業の要件に 入金の控除等を 保福第393号様式

該当するへき地診 行う。） 別に指示する様式

療所の開設者

エ へき地診療所医 市町村、日本赤 ・へき地診療所医師派遣強化事 ２分の１以内 保福第１の２号様式 保福第１の２号様式

師派遣強化事業 十字社、社会福祉 業に必要な次に掲げる経費（職 保福第１の16号様式 保福第１の30号様式

法人恩賜財団済生 員基本給、職員諸手当、旅費、 （寄附金その他 保福第１の18号様式 保福第１の31号様式

会、北海道厚生農 社会保険料） の収入金がある 保福第１の20号様式 保福第484号様式

業協同組合連合会 ときは、補助金 保福第１の32号様式 保福第485号様式

、社会福祉法人北 等の額の算定に （申請者が市町村で 別に指示する様式

海道社会事業協会 当たり、診療収 ある場合を除く。）

、その他知事が適 入額及び当該寄 保福第483号様式

当と認める者 附金その他の収 保福第484号様式

入金の控除等を 別に指示する様式

行う。）


